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(57)【要約】
【課題】プリプレグ積層体を曲げることにより、横断面に少なくとも一つ以上の屈曲部を
有する柱状の部材を所望の型に賦形したのちに加熱硬化させるドレープ成形方法において
、大型の部材を良質に成形するドレープ成形条件を簡易に特定できる手段を提供する。
【解決手段】平板状に積層したプリプレグ積層体を、所望の型上で横断面に少なくとも一
つ以上の屈曲部を有する柱状に賦形したのちに加熱硬化させるドレープ成形方法であって
、積層に要する間の熱履歴を与えた、プリプレグに使用しているマトリックス樹脂の粘度
を測定し、該マトリックス樹脂の粘度が１００Ｐａ・ｓ以上１０００Ｐａ・ｓ以下となる
温度を特定し、該温度にてプリプレグ積層体を賦形することを特徴とするドレープ成形方
法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
平板状に積層したプリプレグ積層体を、所望の型上で横断面に少なくとも一つ以上の屈曲
部を有する柱状に賦形したのちに加熱硬化させるドレープ成形方法であって、積層に要す
る間の熱履歴を与えた、プリプレグに使用しているマトリックス樹脂の粘度を測定し、該
マトリックス樹脂の粘度が１００Ｐａ・ｓ以上１０００Ｐａ・ｓ以下となる温度を特定し
、該温度にてプリプレグ積層体を賦形することを特徴とするドレープ成形方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、大型で長尺の部材の成形に好ましく用いられる、平板状に積層したプリプレ
グ積層体を、所望の型上で横断面に少なくとも一つ以上の屈曲部を有する柱状に賦形した
のちに加熱硬化させるドレープ成形方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　繊維強化複合材料（以下、ＦＲＰと略することもある）は比強度、比剛性に優れること
から航空宇宙産業から一般産業用途特まで幅広く用いられている。特に補強繊維に炭素繊
維を用いた炭素繊維強化複合材料（以下、ＣＦＲＰと略することもある）は、特に軽量で
強度、剛性に優れることから民間航空機に代表されるように航空産業に広く用いられ、近
年特に主翼や胴体など大型で長尺の部材にも用いられている。
【０００３】
　長尺で横断面が屈曲部を有する大型部材の成形方法としてはプリプレグを一枚ずつ型に
沿わせて積層し成形するハンドレイアップ方や、未硬化状態のプリプレグを積層し、得ら
れた積層体を金型などに置き、全体をバッグフィルムで覆い全体を加熱または室温で真空
脱気して成形を行い金型などの形状に賦形したのち加熱硬化させる真空脱気ドレープ成形
法（以下単にドレープ成形と略することもある）が取られている。前者のハンドレイアッ
プ法では、糸乱れの無い均一な厚みを有する成形体が得られるが、積層に時間がかかりコ
ストアップの要因となっている。一方、後者のドレープ成形法では、積層に時間がかから
ずコストアップの要因の一つは解消されるが、ドレープ成形時にシワが発生し、積層体を
所定の形状に賦形する事が困難であるか、賦形したとしても得られた積層体はシワや糸乱
れが生じ良質な積層体とならないことが多かった。
【０００４】
　このような問題に対して、特許文献１ではドレープ成形する際に、平面から角度が４０
度以下の平面近くにまで目標最終柱状形態を展開した形の積層用治具を用い、その上にプ
リプレグを積層した後に賦形する方法が開示されている。この方法を用いると、ある程度
の大きさの部材を成形する際にはシワや糸乱れない良質な部材を得ることが可能であった
。
【０００５】
　しかしながら、航空機の主翼や胴体に代表されるように、さらに部材が大型化するにつ
れて、積層にかかる時間が飛躍的にかかるようになってきている。例えば航空機の主翼の
桁などは長さ十数メートルに及ぶこともあり、このような大型の部材ではプリプレグのカ
ットから積層までで数日間かかることもある。この場合、成形現場での温度や湿度の微妙
な変化により、プリプレグの物性が微妙に経時変化することがあり、シワや糸乱れのない
良質な部材を得るためには、カットから積層にかかる日数に最適な賦形温度や賦形速度な
どの条件を詰めなければならず、結局トライアンドエラーを繰り返さざるをえない。部材
が大型であるために、この条件出しにかかる材料費や労力、コストは膨大なものになって
いるのが現状である。
【０００６】
　このようにドレープ成形方法は大型の部材を得るに有効な成形方法であるものの、その
最適な条件を、実物を実際に成形する方法以外に特定できる方法が望まれて久しかったの
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である。
【特許文献１】特開平６－７１７４２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記課題を解決すること、すなわち、プリプレグ積層体を曲げることにより
、横断面に少なくとも一つ以上の屈曲部を有する柱状の部材を所望の型に賦形したのちに
加熱硬化させるドレープ成形方法であって、そのドレープ成形の条件を簡易に特定できる
成形方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明のドレープ成形方法は上記目的を達成するために次の構成を有する。すなわち、
平板状に積層したプリプレグ積層体を、所望の型上で横断面に少なくとも一つ以上の屈曲
部を有する柱状に賦形したのちに加熱硬化させるドレープ成形方法であって、積層に要す
る間の熱履歴を与えた、をプリプレグに使用しているマトリックス樹脂の粘度を測定し、
該マトリックス樹脂の粘度が１００Ｐａ・ｓ以上１０００Ｐａ・ｓ以下となる温度を特定
し、該温度にてプリプレグ積層体を賦形することを特徴とするドレープ成形方法である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明により、航空機の主翼や胴体など大型で長尺の部材をドレープ成形によって得る
にあたり、その条件を簡易に得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　本発明は、平板状に積層したプリプレグ積層体を、所望の型上で横断面に少なくとも一
つ以上の屈曲部を有する柱状に賦形したのちに加熱硬化させるドレープ成形方法に適用す
るものである。　本発明に用いるプリプレグとは、一般に先進複合材料として用いられて
いる強化繊維に樹脂を含浸した状態のものを言う。強化繊維は特に限定されないが、強度
と剛性に優れる炭素繊維（以下ＣＦと略することもある）が好ましく用いられる。また樹
脂も特に限定されないが、エポキシ樹脂は部材に必要とされる力学特性とプリプレグの製
造工程で必要とされる粘度やタックとのバランスが良く好ましく用いられる。また、プリ
プレグの表面に微粒子を含有した樹脂の層がさらに存在していると、プリプレグを積層硬
化した後に層間に微粒子が存在する層が形成され、耐衝撃性などの硬化がさらに付与され
より好ましい。
【００１１】
　プリプレグの形態としては高性能な特性が要求される分野に置いては強化繊維を一方向
に引き揃えたいわゆるＵＤ（Ｕｎｉ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎａｌ）プリプレグが好ましいが
、用途によっては強化繊維が織物状であるプリプレグの使用も可能である。
【００１２】
　本発明において、プリプレグは平板状に積層したのち、所望の型上で横断面に少なくと
も一つ以上の屈曲部を有する柱状に賦形される。ＵＤプリプレグを用いる場合のプリプレ
グ積層体の積層構成は、擬似等方をはじめとする様々な積層構成を取りうる。また、織物
プリプレグを用いる場合のプリプレグ積層体においても積層構成は特に限定されない。用
途によっては、ＵＤプリプレグと織物プリプレグを規則的にあるいは不規則に積層したプ
リプレグ積層体を使用しても良い。ＵＤプリプレグを用いて積層するに際して、“はり”
等の長尺物の長手方向に配列させた０度層の厚み５ｍｍ以下に対して少なくとも１層の１
０度から９０度、好ましくは３０度以上９０度以下の角度に配列させた繊維層を存在させ
る積層構成が、所望の型上で屈曲部を有する柱状に賦形する時に０度層の繊維間広がりを
抑制するために好ましい。
【００１３】
　プリプレグ積層体の厚みは３以上１００ｍｍ以下さらには５以上５０ｍｍ以下の範囲が
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、部材としての剛性や強度を容易に確保することができて好ましい。
【００１４】
　ドレープ成形は、様々な横断面の形状に適用可能であるが、具体的にはＬ字形、Ｕ字形
、Ｉ形、扇形、半楕円形、Ｚ形等があげられ、Ｌ字形、Ｕ字形、Ｉ形は特に頻繁に用いら
れる。また、これらを組み合わせた形状も好ましく用いられ、例えば、図５のように平板
と２つのＬ字形柱体を組み合わせた形状、図６のように２枚の平板と２つのＵ形柱体を組
み合わせた形状、図７のように平板とＺ形柱体とＵ形柱体とを組み合わせた形状などがあ
げられる。いずれも組み合わせる平板および柱状体のうちどれか一つの柱状体の横断面に
少なくとも一つ以上の屈曲部を有している。
【００１５】
　ドレープ成形においては、平板状に積層したプリプレグ積層体を、所望の型上で屈曲部
を有する形状に賦形するために必要な圧力源としては、閉ざされた系の中に空気を除くこ
とによる真空圧、外部からの期待による加圧、また液体の重力および外部からの加圧の併
用などが考えられる。液体を加熱しておけば加熱下での加圧となる。これらの中で、最も
簡便に行える成形方法として加熱下における真空脱気法があげられる。
【００１６】
　真空脱気法にてドレープ成形する場合、以下の方法で行うことが好ましい。図２により
説明すると、まず、治具７を箱４底面の中央におき、プリプレグ積層体８を治具７の上に
載せ、箱４を含めた全体をバッグフィルム９で覆い、箱４の壁にバッグフィルム９の端を
装着して、箱４内の空気を抜く形で積層体を治具７に賦形する（賦形後の状態が図４であ
る）。この箱全体をオーブンなどの中に入れ、加熱すると賦形時に積層したプリプレグ間
の滑りが良好になりシワができにくくなり好ましい。このとき、箱４の壁の高さを、治具
上に載せたプリプレグ積層体の高さの半部以上の高さにすると、プリプレグ積層体にシワ
が発生しにくくなるため好ましい。
【００１７】
　そして発明者らは、このドレープ成形における平板状に積層したプリプレグ積層体を、
所望の型上で横断面に少なくとも一つ以上の屈曲部を有する柱状に賦形する賦形条件につ
いて検討するに当たり、プリプレグ積層体のマトリックス樹脂が特定の粘度範囲となる温
度条件で賦形を行うことが有効であろうとの仮説の下、賦形に供されるプリプレグ積層体
のマトリックス樹脂の粘度の経時変化をも考慮し鋭意検討したところ、良質な成形体を得
られる条件を見出したものである。すなわち、積層に要する間の熱履歴を与えた、プリプ
レグに使用しているマトリックス樹脂の粘度を測定し、その樹脂粘度が１００Ｐａ・ｓ以
上１０００Ｐａ・ｓ以下であれば、例えば賦形速度などのその他のドレープ成形条件の微
妙な変更によらずに良質な成形体を得られることを見出したのである。この理由について
はまだ完全には解明されていないが、樹脂の粘度が１０００Ｐａ・ｓ以下である場合、プ
リプレグとプリプレグとの間のすべりが適度に生じるため、賦形時にシワがよりにくく良
質な成形体が得られる物と考えられる。樹脂の粘度は低いほどプリプレグとプリプレグと
の間のすべりが生じやすいので賦形時にシワがよりにく、７００Ｐａ・ｓ以下が特に好ま
しいが、あまりに低すぎると樹脂がフローしてプリプレグから流れ出てしまうため１００
Ｐａ・ｓ以上であることが必要である。また、１０００Ｐａ・ｓを超える粘度であると、
プリプレグとプリプレグとの間のすべりが十分に生じないため、賦形時にシワがよってし
まい良質な成形体が得られにくくなってしまう。なお、樹脂の粘度が１００Ｐａ・ｓ以上
１０００Ｐａ・ｓ以下となる温度の特定方法は、レオメトリックス社製ＤＳＲ－２００ま
たは同等の性能を有する測定機器により、シェア速度１０ｒａｄ／秒の条件下で、２５ｍ
ｍ直径の２枚のディスクプレートを用い、ディスクプレート間隔１．０ｍｍにて、４０℃
から８０℃まで２℃／分の昇温速度で温度を上昇させながら、各温度での粘度を測定する
ことによって、樹脂の粘度が上述した範囲におさまる温度を特定する。
【実施例】
【００１８】
以下の実施例によって本発明をさらに具体的に説明する。
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（実施例１）
ａ．粒子の作製
　　４，４’－ジアミノ－３，３’ジメチルジシクロヘキシルメタンを含有するポリアミ
ド（エムザベルケ社製“グリルアミド（登録商標、以下同じ）”－ＴＲ５５）９０重量部
、エポキシ樹脂（ジャパンエポキシレジン（株）製“ｊＥＲ（登録商標、以下同じ）”８
２８）８重量部および硬化剤（富士化成工業（株）製“トーマイド（登録商標、以下同じ
）”＃２９６）２重量部をクロロホルム３００重量部とメタノール１００重量部の混合溶
媒中に添加して均一溶液を得た。次に該溶液を塗装用のスプレーガンを用いて霧状にして
、よく攪拌した３０００重量部のｎ－ヘキサンの壁面に向かって吹き付けて溶質を析出さ
せた。析出した固体を濾別し、ｎ－ヘキサンでよく洗浄した後、１００℃２４時間の真空
乾燥を行い透明ポリアミドの粒子を得た。
ｂ．樹脂組成物の調整
　下記原料を混練しエポキシ樹脂組成物を得て、これを一次樹脂とした。まず、テトラグ
リシジルジアミノジフェニルメタンとビスフェノールＡ型エポキシ樹脂の混合物にポリエ
ーテルスルホンを加熱下溶解し、７０℃まで冷却後、３，３’－ジアミノジフェニルスル
ホンを分散させた。
テトラグリシジルジアミノジフェニルメタン（ＥＬＭ４３４、住友化学工業（株）製）８
５．０部
ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（ジャパンエポキシレジン（株）製、“ｊＥＲ（登録商
標）”８２８）１５．０部
ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ５００３Ｐ、住友化学工業（株）製）　１２．３部
３，３’－ジアミノジフェニルスルホン（和歌山精化（株）製）　３６．０部
ｃ．プリプレグの作製
　（ｂ）で調整した一次樹脂をリバースロールコーターを用いて離型紙上に塗布量が４５
．１ｇ／ｍ2になるよう塗布して一次樹脂フィルムを作製した。
【００１９】
　次に、一方向に引き揃えた炭素繊維（“トレカ”（登録商標）Ｔ８００Ｓ－２４Ｋ－４
０Ｂ（東レ（株）製）を両側から、前記の一次樹脂フィルムで挟み、加熱加圧して樹脂を
含浸させた。さらにその両側にａで作製した粒子を６ｇ／ｍ2散布し、離型紙で挟んだ後
に加熱加圧した。このようにして、炭素繊維目付１９０ｇ／ｍ2、炭素繊維含有量５５．
６％のプリプレグを得た。
ｄ．樹脂の粘度カーブの測定
　（ｂ）で調整した一次樹脂を、レオメトリックス社製ＤＳＲ－２００または同等の性能
を有する測定機器により、シェア速度１０ｒａｄ／秒の条件下で、２５ｍｍ直径の２枚の
ディスクプレートを用い、ディスクプレート間隔１．０ｍｍにて、４０℃から８０℃まで
２℃／分の昇温速度で温度を上昇させながら、各温度での粘度を測定した。同様の樹脂を
室温で放置し１５日後、３０日後に同様の測定をした。得られた粘度カーブを図１に示す
。
図１より、測定温度範囲内で、各サンプル樹脂の粘度が１０００Ｐａ・ｓ以下となる温度
は以下の通りであった。なお、いずれのサンプルも、８０℃での粘度は、１００ｐａ・ｓ
以上であった。
室温放置０日の樹脂サンプル　５９℃以上
室温放置１５日の樹脂サンプル　６５℃以上
室温放置３０日の樹脂サンプル　７１℃以上
ｅ．プリプレグのカットと積層
　（ｃ）で作製したプリプレグを、長手方向を０度とし、０度材として幅５ｃｍ、長さ５
０ｃｍに８枚カットした。同様に長手方向を０度とし、４５度材、―４５度材、９０度材
をそれぞれやはり幅５ｃｍ、長さ５０ｃｍにそれぞれ８枚カットした。これら計３２枚の
プリプレグを［４５／９０／－４５／０］４ｓ（ｓは鏡面対称を示す）の積層構成に積層
した。
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ｆ．ドレープ成形
　（ｅ）で積層した積層体を図２に示すように型にのせた。図２はこのドレープ成形装置
について、治具の長手方向に対して垂直な断面図であり、図３は治具の長手方向の断面図
である。ドレープ成型用のステンレス製の箱４の壁に穴をあけ、箱内の空気を抜きやすく
するため穴全体を不織布５で壁の内側から多い、耐熱テープ６で不織布を打ち壁に貼り付
けた。治具７を箱の壁に対して均等な間隔に置きそこを両面テープで固定した後、プリプ
レグ積層体８を治具上に置いた。プリプレグ積層体の位置は治具に対して均等な間隔とし
た。プリプレグ積層体のバッグフィルム９側にピールプライ１０をのせた。プリプレグ積
層基材体の上面の高さは箱４の高さと同一とした。箱４の上から全体を袋状のバッグフィ
ルム９で覆い、フィルムの端を両面テープ１１にて箱の壁外側に空気が漏れないように貼
り付けた。箱の穴の空いてある部分をパイプ１２で溶接し、その先端を耐圧ゴム管１３で
接続し耐圧ゴム管を介して真空ポンプ１４につないだ。そこで、バッグフィルムがプリプ
レグ積層体の近くまで来るよう箱内の空気を真空ポンプにて抜いた（この状態が図２であ
る）。そのままの状態で箱全体を６５度に加熱された乾燥器内に１時間加熱後、再び箱内
の空気を真空ポンプにて抜きドレープ成型を行った。このとき真空ポンプのリークバルブ
を調整して２０分間で真空圧がかかるように徐々に真空をひいていった。プリプレグ積層
体が治具の形状に沿うまで、空気を抜き続け、ドレープ成型が終了した状態が図５である
。乾燥器から箱を取り出し、真空状態を解除して室温まで冷却した。この賦形されたプリ
プレグ積層体を治具から取り出し、シート材を取り除いた後、賦形されたプリプレグ積層
体を再度治具上にのせ、通常のオートクレーブ成型方を用い、０．６ＭＰａの圧力した、
１８０度２時間の硬化条件にて成型体を作製した。できあがった成形板を長手方向に対し
垂直にダイヤモンドカッターで切断し、シワの有無を観察したところ、シワは見られなか
った。
（実施例２～４、比較例１～３）
　積層にかける日数とドレープ成型の温度を表１に示すとおりに変更した以外は全て実施
例１と同様にしてドレープ成型を行った。えられた成形品をやはり実施例１と同様にダイ
ヤモンドカッターで切断し、シワの有無を確認した。結果を表１に示す。

得られた結果を表１に示す。表１から分かるように、プリプレグの積層にかける日数に関
わらず、粘度が１０００Ｐａ・ｓ以下となるの場合はシワは発生しなかった。一方で、比
較例１，２からも分かるとおり粘度が１０００Ｐａ・ｓを超える場合は、プリプレグの積
層にかける日数に関わらずシワが発生し良質な成形品を得ることができなかった。
【００２０】



(7) JP 2009-51112 A 2009.3.12

10

20

30

40

50

【表１】

【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】実施例１に記載の樹脂の室温放置０日、１５日後、３０日後の粘度カーブを示す
図である。
【図２】本発明のドレープ成形法に使用する成形装置の治具の長手方向に対して垂直な断
面図である。
【図３】本発明のドレープ成形法に使用する成形装置の治具の長手方向の断面図である。
【図４】本発明のドレープ成形法により賦形後の治具の長手方向に対して垂直な断面図で
ある。
【図５】本発明のドレープ成形法により得られた柱状体を組み合わせた成形体の断面形状
の１例を示す図である。
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【図６】本発明のドレープ成形法により得られた柱状体を組み合わせた成形体の断面形状
の別の１例を示す図である。
【図７】本発明のドレープ成形法により得られた柱状体を組み合わせた成形体の断面形状
の別の１例を示す図である。
【符号の説明】
【００２２】
１　室温放置０日の樹脂の粘度カーブ
２　室温放置１５日後の樹脂の粘度カーブ
３　室温放置３０日後の樹脂の粘度カーブ
４　ドレープ成型用のステンレス製の箱
５　不織布
６　耐熱テープ
７　治具
８　プリプレグ積層体
９　バッグフィルム
１０　ピールプライ
１１　両面テープ
１２　パイプ
１３　耐圧ゴム管
１４　真空ポンプ
１５　平板
１６　Ｌ形柱体
１７　凹形柱体
１８　Ｚ形柱体

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】



(10) JP 2009-51112 A 2009.3.12

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 4F204 AA29  AA39  AC03  AC05  AD16  AD20  AD36  AG03  AH31  AM28 
　　　　 　　        FA01  FA13  FB01  FB20  FB24  FG02  FG09  FN11  FN12  FN15 
　　　　 　　        FN17  FQ01  FQ15  FQ37 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

